
わが国の農業現場は、担い手の高齢化と離農の拡大による、深刻な労働力不足と技術承継問題を抱え
ています。そうしたなか、これらの問題を解決する手法として、従来の農業技術と先端技術を連携させる
「スマート農業」と呼ばれる新しい形の農業のあり方が注目を集めています（図表１）。スマート農業とは、
ロボット技術や情報通信技術（ICT）を活用して生産の効率化や農作物の高付加価値化を目指すもので、
アグリテック（農業（Agriculture）とテクノロジー（Technology）を組み合わせた造語）とも呼ばれ、欧米
では日本よりも先行して広く導入が進んでいます。近年は国内でも自動走行トラクターやアシストスーツ、
ドローンなどを活用するスマート農業を取り入れる農業法人や個人農家が増えつつあります（図表２）。

スマート農業の導入が進み始めた背景には、政府による積極的な推進も後押しとなっています。農林
水産省は2013年に「スマート農業の実現に向けた研究会」を設置し、スマート農業の将来像と実現に向
けたロードマップなどの本格的な検討を始め、財政的支援も徐々に拡充しました。これらの後押しもあっ
て、ITサービス提供企業や大学発ベンチャー企業などが相次いで参入し、この数年で関連技術・サービ
スが飛躍的に増えたほか、多くの都道府県が地域の農業活性化施策としてスマート農業の取組を行っ
ています。

スマート農業が普及するためには技術開発のほかに、導入コストの低減や、現場支援体制の強化、安
全性ガイドラインの整備などが課題として挙げられます。自動運転等の関連技術がある程度出そろった
ことで、2019年４月、政府は2025年までに農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践する
ことを目指して「スマート農業関連実証事業」をスタートさせました。最先端の農業関連技術を現場に導
入して費用対効果などを実証し、収集データの分析結果を情報提供して農業経営の判断に役立てるよう
にする取組です（図表３）。各地域の農業普及指導センター等が相談窓口となり現場支援体制が整いつ
つあることから、農業関係者の多くは、2019年を日本のスマート農業が「開発」から「普及」の段階に
移った「スマート農業普及元年」とみています。国の未来投資戦略では『データと先端技術のフル活用による
世界トップレベルの「スマート農業の実現」』を具体的施策に掲げており、今後の普及・拡大に期待が寄
せられています。
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・ロボットトラクターやスマホで操作する水田の水管理システムなど、先端技術に
よる作業の自動化により、規模拡大が可能に
・ＩＣＴ技術により、熟練農家の匠の技を若手農家に技術承継することが可能に
・センシングデータ等の活用・解析により、農作物の生育や病害を正確に予測し、
高度な農業経営が可能に

図表１ 技術革新による農業の将来イメージ
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図表３ スマート農業関連実証事業
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「退職した後は金持ちより、人持ちだよ」
私が保健師として働いていた15年前、地域の

ボランティアを熱心にされていた高齢の男性A
さんが話された言葉です。Aさんは現役時代、
大手企業の部長を務められ、経済的なゆとりの
ある方でしたが、その言葉は当時の私にとっ
て、高齢者の健康に人同士のつながりや高齢者
が役割を持ち続けることが関係する可能性に
対して、興味を持つきっかけとなった貴重なも
のでした。

このAさんの言葉は今日、明確に国の高齢者
施策に反映されるようになりました。現在、全
国各地で地域実状にあわせて構築が進められ
ている地域包括ケアシステムの全体像におい
て住民同士の互助・共助力の向上は柱の１つと
なっています。また最近開始された2021年度か
らの次期介護保険事業計画策定の議論におい
ても、高齢者が集う場の拡充と参加の促進、お
よび集う場を活用した健康づくり・介護予防の
充実が取り上げられています。

このように“人とのつながり”が保健福祉施
策において重視され、その価値を示す中核概念
としてソーシャル・キャピタル（Social capital

（SC）：社会関係資本）が着目されています。ア
メリカ合衆国の政治学者Putnam（1993）はSCを
人と人の間に存在する「一般的信頼」、「互酬性
の規範」、「水平的ネットワーク」で構成される
としています。このままではわかりづらいの
で、私なりに意訳すると、ある集団（地域やグ
ループ）を構成する人々が互いを「信頼できる
人」と認識し、「お互いさまという感覚」を共有
し、「（立場に関係なく）個人としてのつながり
がある」ととらえる関係性と言えるのではない

でしょうか。そしてPutnamはSCを図る指標の
一部として、ボランティア活動、友人や知人と
のつながりや、社会への信頼度などを挙げてお
り、それを測定する尺度も開発されています。
　わが国の高齢者保健・福祉分野でも、それら
の尺度を用いてSCと健康との関連が数多く報
告されています。過去２年に発表された研究だ
けをみても、例えば、SCと身体活動量（斎藤ら，
2018）、虚弱（フレイル）（桂ら，2018）、心身の健
康度（Kabayamaら，2017）、主観的健康観（自分
は健康だと思う感覚）（文ら，2018）などが関連
することが報告されています。このように高齢
者が健康で豊かに年を重ねていくために人と
のつながりが重要であることのエビデンスは
着実に蓄積されてきています。

しかし実際には、AさんのようにSCを拡大で
きる人ばかりではありません。現役時代、居住
地域内での人間関係が希薄だった人にとって、
地域で新たな人間関係を築くことは大きな
ハードルになる場合も少なくないようです。こ
うした方たちに、はじめの一歩を踏み出しても
らうためのプログラムが各地で試みられてい
ますが、その有効性は十分に検証されていると
は言い難く、今後の重要な課題です。

結びにもう１つAさんの言葉をご紹介したい
と思います。「退職して、地域に帰ってきてから
始めるのでは遅い。働いているうちから先に退
職して老後を楽しんでいる先輩の話を聞いた
り、家内の出かけるところに連れて行ってもら
う」。この言葉は高齢者が“人持ち”になるヒン
トが凝縮されているように感じます。私も１人
の保健師、研究者としてこの言葉の検証を続け
ていこうと思っています。
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高齢期の健康とソーシャルキャピタル
～壮年期からの“人持ち”のススメ～

スマート農業 ～2019年はスマート農業普及元年～
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